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1．緒言 

中国教育省が公表した第 4 回（2000 年実施）か

ら第 8 回（2019 年実施）の「全国学生体力・健康

に関する調査結果報告」によると，1995年から2019

年までの間に，中国の大学生の体力が低下傾向に

あることが示された．大学生の多くが，高校までと

は異なる生活様式によって健康や運動，人間関係，

生活習慣等においてさまざまな問題を抱えており，

これらの問題を改善していくためには，一定レベ

ルの体力が求められる．そこで本研究では，中国の

大学生の体力低下の原因を明らかにし，大学生の

体力の向上を図り，健康を増進するための改善策

について検討することを目的とする． 

２．研究の方法 

2024 年 6 月～7 月にかけて，中国の山東省内に

ある複数の大学に所属する大学生約 504 名を対象

に，大学生の運動習慣等に関するアンケート調査

を実施した．アンケート調査は，オンライン（中国

の WEB ブラウザの「問巻星」）を活用し，無記名で

実施した．アンケートの内容については，現在の健

康状態や運動習慣，生活習慣等についての質問項

目 26 問で構成した． 

また，アンケートに回答した大学生の中から3名

を抽出し，オンラインで半構造化インタビューを

実施した．加えて，大学生の運動習慣等に影響を与

えている可能性があると推測される中学校の体育

授業を担当している教師 2 名にもオンラインで半

構造化インタビューを実施した． 

 

 
図 1 本研究の流れ 

 

３．結果と考察 

１）アンケート調査の結果と考察 

まず，生活習慣については，多くの大学生が適切

な睡眠時間は確保しているものの，睡眠の質や生

活リズムの乱れが課題となっていることが確認さ

れた．また，一部の大学生には，喫煙や飲酒，病気

の頻発，精神的なストレスなどの課題があること

が明らかとなった． 

また，自分の健康状態に関する認識については，

対象となった大学生の 84.5％が「自分は健康であ

る」と回答していた．他方で，「自分は不健康と感

じている」と回答した学生は 15.5％であったが，

その多くが自らの健康状態に関する適切な評価

（例えば，不健康の理由は分からないなど）ができ

ていなかった． 

さらに，運動習慣については，学外のスポーツク

ラブや学内のスポーツチーム又はサークルに参加

していない大学生が 79.4％に達しており，また約

34%の大学生が運動不足であると認識しているこ

とが明らかになった．そして，「運動のやり方がわ

からない」，「運動する時間がない」，「運動に興味が

ない」などと回答する大学生も少なくなく，スポー

ツ教育的な課題，時間の制約や運動への関心の欠

如などが運動習慣の障壁になっていることも明ら

かとなった． 

 以上の結果より，大学生の多くが健康であると

認識しているものの，不適切な生活習慣や運動習

慣が確立していないために，体力が低下してしま

っているのではないかと推察される． 

２）インタビュー調査の結果と考察 

大学生の運動習慣等に影響を与えている可能性

があると推測される中学校の体育授業の現状と課

題について，インタビュー調査を実施した結果，以

下の諸点が明らかとなった． 

①体育授業の内容が高校入試の試験対策に偏って

いる 

インタビュー調査の結果により，中学校の体育

授業の内容が高校の入学試験に向けた準備となっ

ているため，体育が形式的な「基準達成」活動に偏

重してしまい，「練習よりも達成を重視」する傾向

が広がった． 

そのため，運動に対する意欲や関心を高めるこ

とができず，生涯スポーツにつながりにくいと推

察された． 

②中学校の体育用具・施設と体育教師の不足 



 

 
 

中学校の体育用具・施設が十分に整備されてお

らず，また，運動に関する専門的知識を十分に有し

ない体育教師も多いことが明らかになった． 

この課題が中学校における体育授業に影響を与

えていると考えられた． 

③体育授業が軽視される傾向にある 

学業成績至上主義の根強い中国では，家庭，学校，

社会全体で体育が軽視される傾向があるため，中

学校の体育授業の時間が十分に確保されないとい

うこともあることがインタビューで明らかになっ

た. 

その結果，中学生の運動に対する意欲の欠如を

招き，加えて，適切な運動習慣を確立できない大学

生の体力低下に結びついてしまっているのではな

いかと推察される． 

 

また，大学における体育授業並びに運動・スポー

ツ環境の現状と課題について，インタビュー調査

を実施した結果，以下の諸点が明らかとなった． 

①技術を習得するための時間が不足している 

中国の教育部が公表した「全国大学体育課程教

学指導綱要」（2002a）によれば，大学においては，

第一・二学年に体育の授業を必修科目として開講

し，4学期で合計 144時間を履修することが求めら

れる．しかし，大学の第三学年以降には体育の授業

が設置されていない場合が多く，体育授業の履修

期間が限定的であった． 

そのため，大学生が運動やスポーツ活動に必要

な技術を習得し，習熟させるために必要な時間が

大幅に不足していることが体力低下に影響を与え

たと推測される． 

②体育教師の人数と専門性の不足 

インタビューの結果，一人の教員が多くの学生

を同時に指導する形式が主流となっており，個別

指導が十分に行き届いていない状況が見受けられ

た．また，授業の内容において，学生の興味関心を

引きつける多様な工夫が不足しており，学生の学

習意欲を高めるには十分とは言えない状況が確認

された． 

このような状況から，体育の授業が基礎的な技

術に関する簡単な指導にとどまっていることが考

えられる．その結果，学生がより高度な技術を学び，

実践的に身につけるための仕組みが十分に整って

いないことが推察された． 

③授業外の運動・スポーツへの参加率の低さ 

本研究のアンケート調査の結果により，大学生

の運動・スポーツ参加率が低い現状が浮き彫りと

なった． 

中国における小学校や中学校，高校時代に部活

動（いわゆる「部活」）の文化がない学校で過ごし

てきた大学生にとって，スポーツサークルやスポ

ーツクラブを通じて，興味のあるスポーツに取り

組むきっかけを得ることが期待されるが，大学生

のモチベーションの欠如，時間の制約，指導者や運

営者人材の不足，体育施設の制限などは大学生の

スポーツへの参加を妨げる一因となっていると考

えられる． 

４．大学生の体力低下の改善策に関する提案 

本研究では，中国における大学生の体力低下を

改善するため，健康習慣の促進，運動・スポーツの

教育活動の改善，および社会全体の取り組みとい

う 3 つの視点から具体的な改善策を提案した． 

まず，健康習慣の促進に関しては，大学生が健康

を保持増進するために必要な知識を身につけるよ

う，健康教育の充実を図ること．そして，さらに良

質な食生活や適切な睡眠習慣の確立を促進するプ

ログラムを導入することを提案した．また，喫煙や

飲酒などの健康リスクを回避するための指導強化

も重要であると考えた． 

次に，運動・スポーツの教育活動の改善について

は，高校進学のための体育テストの制度と中学校

における体育授業の内容を再検討し，生涯スポー

ツにつながるように運動意欲の向上と運動体験の

実現を重視する．さらに，生徒・学生が運動に参加

しやすくなるスポーツ環境の整備を提案した．ま

た，体育教員の指導力向上と外部指導員の導入を

制度化することで，質の高い運動指導が可能にな

ると述べた． 

最後に，社会全体の取り組みについては，社会が

運動やスポーツの重要性を認識すること，具体的

には，地域における運動環境の整備やスポーツ事

業の充実を図り，社会全体で体力向上の取り組み

を推進することが重要であると述べた． 

５．本研究の成果と今後の課題 

本研究では，中国の大学生の体力低下の原因を

明らかにし，大学生の体力の向上を図り，健康を

増進するための改善策について検討することを目

的として研究を進めてきた．しかし，以下の諸点

が今後の課題として残っている． 

まず中国は広大な国土を有し，23 の省，5つの

自治区，4つの直轄市，2つの特別行政区から成

り，それぞれの地域で施行される政策や教育制度

に大きな差異が認められることが挙げられる．本

研究では，山東省の大学生を対象にアンケート並

びにインタビュー調査を実施したが，中国全土に

おける要因を総合的に把握するためには，他地域

の実態についても調査を行い，横断的な比較検討

が必要である． 

また，中学校における高校進学のための体育テ

ストの影響を指摘したものの，高校段階での運動

習慣や健康管理も大学生の体力に深く関係すると

考えられる．そのため，今後は中学から高校，そ

して大学へと至るプロセスに着目した縦断的な分

析が不可欠である． 

さらに，本研究が提示した改善策は，アンケー

トやインタビュー調査から導いた原因に基づく仮

説的な提案であることから，その具体的な実施過

程や効果を長期的・計画的に調査し，実証的に検

証することが求められる．


